
平成24年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成24年5月11日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 日進工具株式会社 上場取引所 大 
コード番号 6157 URL http://www.ns-tool.com
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 後藤 勇
問合せ先責任者 （役職名） 取締役管理部長 （氏名） 田島 寛 TEL 03-3763-5672
定時株主総会開催予定日 平成24年6月23日 配当支払開始予定日 平成24年6月25日
有価証券報告書提出予定日 平成24年6月25日
決算補足説明資料作成の有無 ： 有
決算説明会開催の有無 ： 有

1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 5,781 16.1 962 21.1 1,032 23.7 535 25.4
23年3月期 4,977 29.0 794 203.4 834 131.1 426 76.1

（注）包括利益 24年3月期 535百万円 （25.4％） 23年3月期 426百万円 （76.1％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 343.68 ― 8.3 13.7 16.7
23年3月期 277.50 ― 7.1 12.4 16.0

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 7,906 6,678 84.5 4,272.62
23年3月期 7,143 6,164 86.3 4,006.55

（参考） 自己資本   24年3月期  6,678百万円 23年3月期  6,164百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 505 △1,207 △22 1,677
23年3月期 1,225 △181 △46 2,401

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 50.00 50.00 76 18.0 1.3
24年3月期 ― 0.00 ― 70.00 70.00 109 20.4 1.7
25年3月期(予想) ― 0.00 ― 77.00 77.00 20.1

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,020 3.6 500 △6.0 510 △8.3 280 △11.9 179.14
通期 6,190 7.1 1,020 5.9 1,050 1.7 600 12.1 383.88



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 1,563,000 株 23年3月期 1,563,000 株
② 期末自己株式数 24年3月期 1 株 23年3月期 24,301 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 1,557,688 株 23年3月期 1,538,699 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 4,890 7.3 866 18.0 949 19.8 503 24.9
23年3月期 4,558 29.9 734 229.2 792 124.5 402 68.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 323.01 ―
23年3月期 261.84 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 7,299 6,209 85.1 3,972.98
23年3月期 6,648 5,728 86.2 3,723.10

（参考） 自己資本 24年3月期  6,209百万円 23年3月期  5,728百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前
提としており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
なお、上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料２ページを参照してください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,530 2.4 550 11.6 330 15.4 211.13
通期 5,130 4.9 1,080 13.7 660 31.2 422.27
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(1）経営成績 

＜当期の経営成績＞ 

当連結会計年度における我が国経済は、昨年３月に発生した東日本大震災により大きな影響を受けましたが、急

速なサプライチェーンの復旧に伴い回復の動きを強めました。しかしながら、タイの洪水により再びサプライチェ

ーンが寸断されたほか、欧州の債務危機問題や過去最高となる円高などにより不透明感が高まりました。年明け以

降は、復興需要の顕在化やエコカー補助金の復活などといった政策効果に加え、米国経済の持ち直しなどもあり緩

やかながら回復に向けた動きとなりました。 

当社製品の主要需要先の状況といたしましては、東日本大震災やタイでの洪水により自動車の生産台数が大きく

減少したほか、地デジ特需の反動による薄型テレビの販売不振など厳しい面もありましたが、スマートフォンやタ

ブレット端末の拡大から電子部品関連が概ね堅調に推移したほか、自動車関連においても制約要因の解消とともに

生産が回復、新エコカー補助金による需要喚起などもあって増産強化の動きとなりました。 

このような環境のなか当社グループでは、被災した仙台工場の復旧に全力をあげるとともに、被災の経験を基に

災害に強い工場を目指して生産現場での改革を進め、生産性の向上にも繋げることができました。また、販売面で

は営業人員の強化、技術セミナーや工場見学会の積極的な開催など様々な販売施策を実施し、ユーザー層の拡大や

占有率の向上を図りました。開発面では、難削材の高能率加工向けに「パワーラジアスエンドミル MSXH440R」を

発売したほか、微小径工具の製品展開として極微細ねじ加工用エンドミル「マイクロねじ切り工具 MMTS」を開発

し、2011年“超”モノづくり部品大賞において「日本力（にっぽんぶらんど）賞」を受賞いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は5,781百万円（前期比16.1％増）、営業利益962百万円（同21.1％

増）、経常利益1,032百万円（同23.7％増）、当期純利益535百万円（同25.4％増）となりました。 

製品区分別の売上高では、「エンドミル（６mm以下）」が3,679百万円（前年同期比5.2％増）、「エンドミル

（６mm超）」が750百万円（同5.4％増）、「エンドミル（その他）」が910百万円（同18.7％増）となりました。

また、「その他」の売上高は440百万円となりましたが、当該製品区分は工具ケース等の製造・販売を行う株式会

社牧野工業を平成23年４月１日に連結子会社したことにより発生したものであるため、前年同期との比較はありま

せん。 

（注）報告セグメントが１つでありますので、製品区分別に記載しております。なお「その他」の事業セグメン

トは、製品区分別の「その他」に含めております。 

  

＜次期の見通し＞ 

2012年度の我が国経済は、米国経済の持ち直し、復興需要の継続や底堅い個人消費などに支えられ総じて底堅い

動きになると思われます。しかしながら、エネルギー価格の上昇や夏場における電力不足の問題、また欧州におけ

る債務危機や円高の再燃懸念など不透明要因を多く抱え、それらの状況によっては展開が大きく変わる可能性があ

ります。 

主要需要先の動向につきましては、自動車産業では高い生産水準が継続するとみられるほか、一般機械も復興需

要や更新投資需要が見込まれております。一方、家電関連では新興国との競争激化もあり厳しい状況が続くとみら

れるなど、業種によって明暗が分かれる可能性はありますが、工具需要全体としては緩やかな回復が続くと想定し

ております。 

当社グループでは、このような環境のなか、引き続きユーザーニーズに即した製品の企画・開発に注力するとと

もに、高精度かつ高い安定性を有する自社開発工具研削盤による自動化ラインを拡大することにより、高い品質と

高い生産性を両立させ、製品の安定供給と価格競争力の向上に努めてまいります。また、営業面におきましては、

アジア地区を中心に海外売上高の拡大を図るとともに、国内では技術講習会や加工提案を積極的に行い、新規ユー

ザーの開拓及び既存ユーザーにおける顧客内シェアのアップを推進してまいります。 

以上により、連結売上高6,190百万円（前期比7.1％増）、営業利益1,020百万円（同5.9％増）、経常利益1,050

百万円（同1.7％増）、当期純利益600百万円（同12.1％増）を見込んでおります。 

（注）上記の業績予想には、当社及び当社グループが現時点で入手可能な情報に基づく将来の予測が含まれており

ます。従いまして、今後の経済環境の変化や事業運営の変化等により、実際の業績が記載の予想値と乖離す

る可能性があります。 

  

１．経営成績

  売上高（百万円） 営業利益（百万円） 経常利益（百万円） 当期純利益（百万円）

 平成25年３月期（予想）  6,190  1,020  1,050  600

 平成24年３月期（実績）  5,781  962  1,032  535

 増減率（％）  7.1  5.9  1.7  12.1
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(2）財政状態 

当連結会計年度における財政状態は、資産合計が7,906百万円（対前期末比763百万円増）、負債合計が1,228百

万円（同250百万円増）、純資産合計が6,678百万円（同513百万円増）となりました。 

連結ベースでの現金及び現金同等物（以下（資金）という）は、前連結会計年度末に比較し、724百万円減少し

1,677百万円（前期比30.2％減）となりました。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は505百万円（前期比58.8％減）となりました。これは主に税金等調整前当期純利

益998百万円及び減価償却費による資金の増加と、たな卸資産の増加並びに法人税等の支払による資金の流出など

を反映したものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,207百万円（同566.0％増）となりました。これは主に土地及び機械設備等有形

固定資産の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は22百万円（同52.5％減）となりました。これは自己株式の処分による収入及び配

当金の支払によるものです。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

株主の皆様に対する利益還元は重要な経営課題のひとつと認識しており、安定的な経営基盤の確保並びに事業展

開のための内部留保を勘案しながら、業績に応じた利益還元策を実施していくことを基本方針としております。 

配当につきましては上記方針に基づき、年１回期末に剰余金の配当を行うこととしております。なお、期末配当

の決定機関は株主総会であります。 

当期の配当につきましては、基本方針に基づき１株当たり70円とさせていただきたいと存じます。また、次期の

配当につきましては、当期と比較し増益を見込んでおりますことから、１株当たり77円を予定させていただいてお

ります。 

  

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 

自己資本比率（％）  90.9  86.3  84.5

時価ベースの自己資本比率（％）  54.0  45.3  53.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － － 
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(4）事業等のリスク 

当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性のある主な事項について以下に記載しております。なお、

本文中における将来に関する事項は、本資料作成日現在において当社グループが判断したものであります。 

 ① 主力製品への集中について 

当社グループは超硬小径エンドミルの製造販売に経営資源を集中しております。超硬小径エンドミルは、主に電

子機器、民生機器、自動車部品等の精密金型製作や部品の加工に使用されております。当社グループでも新素材で

あるＣＢＮ（立方晶窒化ホウ素）を使用した製品の開発・製造等も行っておりますが、現時点では、超硬素材に全

面的に取って代わる素材あるいはエンドミルを使用した切削加工に取って代わる加工技術の出現の可能性は低いと

考えております。 

しかしながら、画期的技術革新により、エンドミルを全く使用しない新加工技術あるいは超硬素材に取って代わ

る新素材が開発された場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ② 競合について 

当社グループが事業展開している小径エンドミル市場では、国内大手の工具メーカーや超硬メーカーが生産・販

売体制を強化しており、今後ますます競争が激化していくものと考えられます。当社グループでは、小径エンドミ

ルに経営資源を集中することにより、効率的な生産・開発・販売体制を構築できていると考えており、また、中国

をはじめとする海外製品に対しては品質面等での優位性があると考えておりますが、競合の激化により販売価格の

下落が進んだ場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ③ 特定の販売先への依存について 

当社グループは、主に少数の販売代理店を通じて製品を販売いたしております。その結果、在庫投資額が少なく

てすみ資金効率が良い、代理店経由で輸出を行うことにより為替変動リスクが回避できる等のメリットを享受いた

しております。 

 当社グループとそれらの販売代理店とは、長年にわたり極めて緊密な関係にあり、今後ともこれまでの取引関係

を維持発展していく方針でありますが、当該販売代理店の事業方針、営業政策が当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 ④ 特定の仕入先・外注先への依存について 

当社グループは、超硬エンドミルの主要素材である超硬合金の大半を特定の仕入先より仕入れております。ま

た、超硬エンドミル生産の主要工程の一つであるコーティングにおきましては、内製化を進めているものの一部を

特定の外注先に委託しております。これは、品質及び安定供給の確保等を狙いとするものであります。 

 当社グループと当該仕入先・外注先とは、長年にわたり極めて緊密な関係にあり、今後ともこれまでの取引関係

を維持発展していく方針でありますが、当該先の事業方針、営業政策が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。また、素材やコーティングの改良についても当該先と連携して行っておりますが、当該先の事情によ

り制約を受ける可能性があります。 

 ⑤ 原材料価格の上昇について 

当社グループの主要製品である超硬エンドミルの主要素材は超硬合金であります。超硬合金の主要成分となるタ

ングステンは国際市況商品であり、その価格は世界的な需給関係や産出国の思惑等によって大きく影響を受けま

す。当社グループにおきましては、製品原価に占める材料費の割合が比較的少ない小径製品のウェイトが高いこと

から、原材料価格の変動による連結業績への影響は、生産工程の効率化や製造経費の削減努力等によりある程度吸

収可能であると考えますが、短期間の大幅な価格上昇があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 ⑥ 製品の品質確保について 

当社グループは、ISO9001及び14001等の世界的に認められている品質管理及び環境管理基準に従って製品を製造

しております。また、製品の全数検査を実施する等、製品の品質確保にはできる限りの対応をしておりますが、欠

陥、リコールが発生した場合には、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、製造物責任賠償については保

険に加入いたしておりますが、賠償額を十分にカバーできる保証はありません。 

 ⑦ 生産・開発拠点の集中について 

これまで当社グループでは、生産・開発拠点を宮城県の仙台北部中核工業団地内に集約することで、効率的な生

産・開発体制を構築し、製品の品質、精度、価格競争力等を高めてまいりました。しかしながら、同一地域への拠

点集中により、当該地域にて大地震等の災害が発生した場合には当社グループの生産・開発体制全体が影響を受け

る可能性があります。なお、当社グループでは新潟県に生産子会社を有しておりますが、宮城県の拠点に比べ小規

模であり、生産量は限定されております。 
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当連結会計年度において、工具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造・販売を主な事業とする、株式会社

牧野工業の株式を取得し連結子会社化いたしました。 

当社グループは、従来超硬エンドミルを中心とする切削工具事業の単一セグメントとなっておりましたが、同社を

連結対象としたことにより事業セグメントを下記のとおり変更いたしました。 

当社グループでは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に戦略を構築し、事業活

動を展開しております。 

したがって、当社グループは製品部門別のセグメントから構成されており、「エンドミル関連」と「その他」の２

つを事業セグメントとしております。「エンドミル関連」は当社グループが営む主力の事業であり、超硬小径エンド

ミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる事業であります。また、「その他」は工具ケースを中心としたプラス

チック成形品の製造販売にかかる事業であります。なお、「エンドミル関連」は、製品のサイズ等により、エンドミ

ル（６mm以下）、エンドミル（６mm超）、エンドミル（その他）に区分しております。 

なお、「その他」の事業セグメントの売上高、利益又は損失の額及び資産の金額がいずれもすべての事業セグメン

トの合計額の10％未満であるため、報告セグメントを１つとしております。 

  

（1）当社 

当社は、上記の製品を生産し、代理店及び連結子会社である株式会社ジーテックに販売しております。 

  

（2）子会社 

株式会社ジーテックは、製品の販売及び一部再加工を行っております。 

株式会社牧野工業は、工具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造・販売を行っております。 

株式会社新潟日進及び株式会社日進エンジニアリングは、当社の加工委託先であります。 

［事業系統図］ 

 
  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

当社は「SOFT・HARD・HEARTを創ります。人と地球に優しい製品を開発し社会に貢献します」の経営理念のもと、

生産性の向上に役立つ切削工具の研究開発・製造を通じて、我が国経済におけるプレゼンスを高めると同時に、世界

経済の発展に寄与することを経営の基本方針としております。 

(2）目標とする経営指標 

売上よりも利益を優先する経営を実行し、売上高経常利益率20％の確保を中長期的な目標としております。しかし

ながら我が国経済は依然としてデフレ傾向から抜け出すことが出来ず、製品価格に対する低下圧力は強くなっていま

す。このような状況のなか、コスト削減に取組む等目標達成に注力いたしましたが、株式会社牧野工業の連結子会社

化等もあり当連結会計年度における売上高経常利益率は17.9％に止まりました。次期につきましては、連結子会社に

おける先行投資を予定していること等から目標達成は厳しいと思われますが、自動化の推進による原価率の低減や高

付加価値製品の売上比率向上等により、中長期的には目標である20％を目指してまいります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

超硬小径エンドミルを中心に精密加工用工具分野で圧倒的なNo.１企業を目指します。そのために、開発・生産・

販売の各部門において、下記戦略を実施してまいります。また、子会社化いたしました株式会社牧野工業の事業強化

にも取り組み、事業領域の拡大を図ります。 

① 開発部門 

研究開発体制を充実し、大学等研究機関や工作機械・周辺機器メーカー並びに加工ユーザー等との共同研究につ

いても積極的にすすめ、従来の工具開発に止まらない新しい提案を行ってまいります。その一方、ユーザーオリエ

ンテッドに徹した開発テーマにもスピーディーに取り組んでまいります。 

② 生産部門 

製造工程の合理化、24時間連続操業体制の確立及びコーティングの内製化促進等によりコストダウンを継続的に

図るとともに、品質マネジメントシステムの効果的運用等により製品の品質向上に積極的に取り組んでまいりま

す。また、多品種・小ロット生産や短納期への対応も強化してまいります。 

③ 販売活動 

海外営業部門を強化し、特に今後も高い成長が見込まれるアジア地区を中心に販売促進活動を行っていきます。

また国内におきましては、営業員の技術力・お客様ニーズの把握力等の質的強化に取り組むことにより、お客様向

け提案力の向上に努め、新規ユーザーの開拓及び既存ユーザーにおける顧客内シェアのアップを図ってまいりま

す。 

④ 事業領域の拡大 

株式会社牧野工業では、得意分野である「工具ケース」の企画・製造に加え、広く生産現場で利用できる製品

（多目的トレー）の開発を進めております。この新製品をきっかけに、グループ全体として従来とは異なるユーザ

ー層やニーズの開拓を図ってまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

日本のモノづくりは、新興国が急速に台頭する中、円高や高い法人税率に加えエネルギー価格の上昇や電力の供給

不安等もあり、非常に厳しい状況となっております。今後一段と生産の海外シフトが進み、日本のモノづくりそのも

のが縮小してしまう可能性も考えられます。 

このような状況下当社グループは、海外における販売体制を一段と強化し、国内ユーザーの海外移転に適切に対応

しつつ、現地ユーザーの開拓も進めてまいります。また、各国の顧客層やニーズに見合った製品の供給、的確な技術

や情報提供などにより海外販売比率を高めていくとともに、今後とも日本に残るモノづくりの分野として微細・超精

密加工を想定し、この分野に注力し国内シェアの向上も図ってまいります。 

また、世界的にコスト削減圧力が強まる中、工具の価格も低下せざるをえないと考え、自社開発工具研削盤による

自動化ラインの増設やコーティングの内製化拡大等により、高い品質はそのままに更なる価格競争力の向上を図ると

ともに、当社が得意といたします超微小径のマイクロ・ツール等付加価値の高い製品のウェイト拡大を図ることによ

って、利益率を維持してまいります。 

なお、昨年発生いたしました東日本大震災後、生産・開発拠点の分散化について検討を進めましたが、新潟県にあ

る生産子会社の拡充は図るものの、引き続き宮城県に生産・開発拠点を集約することにより効率的な生産・開発体制

を強化する方向といたしました。今後の大規模災害等のリスクに対しましては、災害に強い生産体制の構築と製品在

庫の積み増し及び分散保管により対応することとしております。 

３．経営方針
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(5）内部管理体制の整備・運用状況 

当社グループでは、従来より社内規程や稟議制度を整備し、ルールに基づいた業務運営を推進してきております。

また、内部統制報告制度への対応につきましては、総務・管理統括の常務取締役を委員長とした「内部統制委員会」

を設置し、内部統制の整備・運用の推進及びその評価、また監査法人により実施される内部統制監査への対応を行っ

ております。 

その他の取組みといたしましては、監査役による各部門長へのヒアリングの実施、経営企画室による各部門への内

部監査の実施等を行っております。 

また、コンプライアンスにつきましては、コンプライアンス担当役員を設置し推進しているほか、コンプライアン

スを全社教育のテーマの一つに掲げ、社員研修会やメール・マガジンで取り上げることにより、社内での周知に努め

ております。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,958,376 2,231,001

受取手形及び売掛金 739,417 794,281

商品及び製品 409,088 685,295

仕掛品 120,375 152,070

原材料及び貯蔵品 156,896 435,536

繰延税金資産 85,010 124,587

その他 18,217 50,268

貸倒引当金 － △1,270

流動資産合計 4,487,383 4,471,771

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,612,472 1,745,596

減価償却累計額 △660,942 △733,476

建物及び構築物（純額） 951,529 1,012,120

機械装置及び運搬具 3,372,953 3,912,513

減価償却累計額 △2,355,910 △2,694,183

機械装置及び運搬具（純額） 1,017,043 1,218,330

土地 346,394 611,037

建設仮勘定 45,756 191,643

その他 549,218 1,057,941

減価償却累計額 △487,160 △925,594

その他（純額） 62,057 132,346

有形固定資産合計 2,422,781 3,165,478

無形固定資産 9,678 11,462

投資その他の資産   

投資有価証券 42,542 46,742

繰延税金資産 84,154 92,329

その他 96,810 119,705

貸倒引当金 － △882

投資その他の資産合計 223,506 257,894

固定資産合計 2,655,966 3,434,835

資産合計 7,143,350 7,906,606
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 104,332 176,087

未払法人税等 289,249 330,372

賞与引当金 74,651 109,904

役員賞与引当金 45,000 70,000

その他 221,389 263,030

流動負債合計 734,623 949,393

固定負債   

退職給付引当金 52,471 62,787

役員退職慰労引当金 187,475 216,325

負ののれん 3,912 －

固定負債合計 243,858 279,112

負債合計 978,481 1,228,506

純資産の部   

株主資本   

資本金 442,900 442,900

資本剰余金 405,800 405,800

利益剰余金 5,408,913 5,829,404

自己株式 △92,744 △3

株主資本合計 6,164,869 6,678,100

純資産合計 6,164,869 6,678,100

負債純資産合計 7,143,350 7,906,606
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 4,977,519 5,781,263

売上原価 2,625,017 3,040,837

売上総利益 2,352,502 2,740,425

販売費及び一般管理費 1,557,661 1,777,541

営業利益 794,840 962,884

営業外収益   

受取利息 1,224 1,332

受取配当金 299 4,269

受取賃貸料 2,520 25,020

負ののれん償却額 4,267 3,912

負ののれん発生益 － 2,643

助成金収入 8,501 1,961

保険解約返戻金 3,395 －

経営指導料 11,400 16,400

作業くず売却益 3,384 7,568

その他 6,682 7,212

営業外収益合計 41,675 70,320

営業外費用   

その他 1,873 818

営業外費用合計 1,873 818

経常利益 834,642 1,032,386

特別利益   

固定資産売却益 49 8

貸倒引当金戻入額 1,220 －

特別利益合計 1,269 8

特別損失   

固定資産売却損 791 1,850

固定資産除却損 1,316 7,819

災害による損失 82,215 24,151

特別損失合計 84,323 33,821

税金等調整前当期純利益 751,588 998,574

法人税、住民税及び事業税 355,480 510,979

法人税等調整額 △30,875 △47,751

法人税等合計 324,605 463,228

少数株主損益調整前当期純利益 426,982 535,345

少数株主利益 － －

当期純利益 426,982 535,345
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 426,982 535,345

包括利益 426,982 535,345

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 426,982 535,345

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 442,900 442,900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 442,900 442,900

資本剰余金   

当期首残高 405,800 405,800

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 405,800 405,800

利益剰余金   

当期首残高 5,028,092 5,408,913

当期変動額   

剰余金の配当 △46,160 △76,934

当期純利益 426,982 535,345

自己株式の処分 － △37,920

当期変動額合計 380,821 420,490

当期末残高 5,408,913 5,829,404

自己株式   

当期首残高 △92,744 △92,744

当期変動額   

自己株式の処分 － 92,740

当期変動額合計 － 92,740

当期末残高 △92,744 △3

株主資本合計   

当期首残高 5,784,047 6,164,869

当期変動額   

剰余金の配当 △46,160 △76,934

当期純利益 426,982 535,345

自己株式の処分 － 54,820

当期変動額合計 380,821 513,231

当期末残高 6,164,869 6,678,100

純資産合計   

当期首残高 5,784,047 6,164,869

当期変動額   

剰余金の配当 △46,160 △76,934

当期純利益 426,982 535,345

自己株式の処分 － 54,820

当期変動額合計 380,821 513,231

当期末残高 6,164,869 6,678,100
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 751,588 998,574

減価償却費 440,240 471,624

負ののれん償却額 △4,267 △3,912

負ののれん発生益 － △2,643

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,220 2,152

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,114 10,316

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,471 15,850

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,651 31,923

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 15,000 25,000

受取利息及び受取配当金 △1,524 △5,602

固定資産売却損益（△は益） 742 1,841

固定資産除却損 1,316 7,819

災害損失 82,215 24,151

売上債権の増減額（△は増加） △119,525 △20,083

たな卸資産の増減額（△は増加） 38,778 △542,146

その他の流動資産の増減額（△は増加） △6,065 △29,882

仕入債務の増減額（△は減少） 8,477 51,681

その他の流動負債の増減額（△は減少） 56,296 △7,182

その他 △15,912 3,673

小計 1,262,433 1,033,155

利息及び配当金の受取額 1,524 5,602

災害損失の支払額 △17,457 △56,670

法人税等の支払額 △73,400 △476,587

法人税等の還付額 52,558 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,225,657 505,500

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △569,000 △569,000

定期預金の払戻による収入 660,000 572,000

投資有価証券の取得による支出 － △4,200

有形固定資産の取得による支出 △270,666 △1,047,699

有形固定資産の売却による収入 21,467 390

無形固定資産の取得による支出 △4,170 △3,829

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △144,534

その他 △18,979 △10,890

投資活動によるキャッシュ・フロー △181,348 △1,207,763

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の処分による収入 － 54,820

配当金の支払額 △46,568 △76,933

財務活動によるキャッシュ・フロー △46,568 △22,113

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 997,741 △724,375

現金及び現金同等物の期首残高 1,404,135 2,401,876

現金及び現金同等物の期末残高 2,401,876 1,677,501
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 該当事項はありません。 

  

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 

 前期１社、当期２社 

主要な連結子会社名 

株式会社ジーテック 

株式会社牧野工業 

  上記のうち株式会社牧野工業については、当連結会計年度において新たに株式取得したため、連結の範囲に

含めております。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

株式会社新潟日進 

株式会社日進エンジニアリング  

（連結の範囲から除いた理由） 

  上記の非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金のいずれの金額にお

いても僅少であり、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるので、連結の範囲から除外しております。  

  

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社（株式会社新潟日進、株式会社日進エンジニアリング）は、当期純損

益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるので、持分

法の適用範囲から除外しております。  

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ  有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

ロ  たな卸資産 

  (イ）製品、原材料 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

(ロ）仕掛品  

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ  有形固定資産 

  定率法を採用しております。 

（ただし、建物（建物付属設備を除く）のうち、平成10年４月１日以降に取得したものについては定額法を

採用しております。） 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

ロ  無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

建物及び構築物 ７～42年（前期は７～38年） 

機械装置及び運搬具 ２～10年

その他 ２～15年
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(3）重要な引当金の計上基準 

イ  貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ロ  賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上しております。 

ハ  役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度において予想される支給見込額に基づき、

当連結会計年度の負担額を計上しております。 

ニ  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため当連結会計年度末における退職給付債務の見込額を計上しております。 

なお、退職給付引当金の対象従業員数が300名未満であるため簡便法によっており、退職給付債務の見込額

は、当連結会計年度末自己都合要支給額としております。 

ホ  役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。 

(4）のれんの償却方法及び償却期間 

のれん及び平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却は、10年間の均等償却を行っております。 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

イ  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

  

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取賃貸料」及び「作業くず売却益」は、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変

更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた 千円

は、「受取賃貸料」 千円、「作業くず売却益」 千円、「その他」 千円として組み替えております。 

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

表示方法の変更

12,586

2,520 3,384 6,682

追加情報
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※１ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。 

  

※２ 受取手形裏書譲渡高 

  

※３ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 

  

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

投資有価証券（株式） 千円 37,952 千円 37,952

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

受取手形裏書譲渡高 千円 － 千円 42,887

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

受取手形 百万円 － 百万円 4,330

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

役員報酬  千円 200,250 千円 213,000

給与手当  355,798  398,305

退職給付費用  32,214  33,084

賞与引当金繰入額  28,244  42,455

役員退職慰労引当金繰入額  14,310  15,850

役員賞与引当金繰入額  45,000  69,600

貸倒引当金繰入額  －  2,152

研究開発費  189,893  196,685

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

千円 189,893 千円 196,685

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

機械装置及び運搬具 千円 49   千円 8

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

機械装置及び運搬具 千円 730   千円 1,850

その他  61    －

計  791    1,850
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※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※６ 災害による損失の内容は次のとおりであります。 

   

該当事項はありません。  

   

前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

建物及び構築物 千円 －   千円 11

機械装置及び運搬具  1,145    2,919

その他  170    4,889

計  1,316    7,819

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

見舞金 千円 13,000   千円 3,800

支援・復旧費用等  33,187    20,351

製造原価振替高  36,027    －

計  82,215    24,151

（連結包括利益計算書関係）

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  1,563,000     ─ ─  1,563,000

合計  1,563,000 ─ ─  1,563,000

自己株式         

普通株式  24,301 ─ ─  24,301

合計  24,301 ─ ─  24,301

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  46,160  30 平成22年３月31日 平成22年６月28日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  76,934 利益剰余金   50 平成23年３月31日 平成23年６月27日
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当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少 株は、第三者割当による自己株式の処分によるものであります。  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

※２  当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

  株式の取得により新たに株式会社牧野工業を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式会

社牧野工業株式の取得価額と株式会社牧野工業取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  

リース取引の総額に重要性が乏しいと認められるため、記載を省略しております。  

  

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  1,563,000 ─ ─  1,563,000

合計  1,563,000 ─ ─  1,563,000

自己株式         

普通株式  24,301 ─  24,300  1

合計  24,301 ─  24,300  1

24,300

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  76,934  50 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  109,409 利益剰余金   70 平成24年３月31日 平成24年６月25日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定 2,958,376千円 2,231,001千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △556,500  △553,500  

現金及び現金同等物 2,401,876  1,677,501  

流動資産 112,133千円 

固定資産 114,591  

流動負債 △40,081  

固定負債 △13,000  

負ののれん △2,643  

株式会社牧野工業株式の取得価額 171,000  

株式会社牧野工業現金及び現金同等物 △26,465  

差引：株式会社牧野工業取得のための支出 144,534  

（リース取引関係）

日進工具㈱（6157）　平成24年３月期　決算短信

- 18 -



１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については、一時的な余資はリスクの僅少な預金等に限定して運用しており

ます。また、資金調達につきましては、主にエクイティ・ファイナンスによる方針であります。 

なお、当社グループは投機的な取引は行わない方針であり、デリバティブ取引につきましてはヘッジを

含めて利用しておりません。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外への売上に

あたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、当社グループにおきまし

ては円建て取引のウェイトが高いことから、外貨建債権の金額は僅少であります。 

投資有価証券につきましては、非上場株式であるため、流動性が低いことに加え、時価を把握すること

が極めて困難なものと認められます。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。 

法人税、住民税（都道府県民税及び市町村民税をいう。）及び事業税の未払額である未払法人税等は、

２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、営業部門が主要な取引先の状況を定期的

にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理  

 当社グループは、各社月次で資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流

動性リスクを管理しております。 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  

（金融商品関係）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

  

当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

（注）１．金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

  

負 債 

(1）買掛金、(2）未払法人税等 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記に

は含めておりません。 

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  2,958,376  2,958,376  ─

(2）受取手形及び売掛金  739,417  739,417  ─

 資産計  3,697,793  3,697,793  ─

(1）買掛金  104,332  104,332  ─

(2）未払法人税等  289,249  289,249  ─

 負債計  393,582  393,582  ─

  
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  2,231,001  2,231,001  ─

(2）受取手形及び売掛金  794,281  794,281  ─

 資産計  3,025,282  3,025,282  ─

(1）買掛金  176,087  176,087  ─

(2）未払法人税等  330,372  330,372  ─

 負債計  506,459  506,459  ─

区分 
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

非上場株式 千円 42,542 千円 46,742
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成23年３月31日）  

当連結会計年度（平成24年３月31日）  

  

その他有価証券 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載し

ておりません。 

  

 当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引をまったく利用してお

りませんので、該当事項はありません。 

  

  
１年以内  
  (千円）  

１年超 
５年以内  
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超  
 (千円） 

現金及び預金  2,958,376  ─  ─  ─

受取手形及び売掛金  739,417  ─  ─  ─

合計  3,697,793  ─  ─  ─

  
１年以内  
  (千円）  

１年超 
５年以内  
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超  
 (千円） 

現金及び預金  2,231,001  ─  ─  ─

受取手形及び売掛金  794,281  ─  ─  ─

合計  3,025,282  ─  ─  ─

（有価証券関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

非上場株式 千円 4,590 千円 8,790

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。 

 また、平成２年３月７日から従来の退職金制度に上積みして日本工作機械関連工業厚生年金基金制度を採用し

ております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

(1）制度全体の積立状況に関する事項  

(2）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

前連結会計年度  ％（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

当連結会計年度  ％（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

  

(3）補足説明 

上記(1）の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 百万円、資産評価調整加算額

百万円及び財政上の不足金 百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元

利均等償却であります。 

なお、上記(2）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。 

２．退職給付債務に関する事項 

（注）退職給付引当金は、簡便法により、退職金規程に基づく期末自己都合要支給額を計上しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

該当事項はありません。 

  

（退職給付関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

年金資産の額 108,492百万円 105,046百万円 

年金財政計算上の給付債務の額 136,167百万円 132,729百万円 

差引額 △27,675百万円 △27,683百万円 

0.75

0.78

26,082 5,338

3,737

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

① 期末自己都合要支給額（千円）  52,471  62,787

② 退職給付引当金（千円）  52,471  62,787

  

前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

① 退職給付引当金繰入額（千円）  12,525  15,108

② 退職給付額（千円）  ─  ─

③ 退職給付引当金取崩額（千円）  1,410  4,791

④ 厚生年金基金拠出額（千円）  39,452  43,612

退職給付費用（千円）（①＋②－③＋④）  50,567  53,928

（ストック・オプション等関係）
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（企業結合等関係）

取得による企業結合 

１．企業結合の概要 

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容 

被取得企業の名称    株式会社牧野工業 

事業の内容          プラスチック成形品及び金型の製造・販売 

（2）企業結合を行った主な理由 

株式会社牧野工業は、工具ケースを中心とした各種プラスチック製品の企画から金型の設計・製造、 

成形、販売までを一貫して手がけ、長年に亘り堅実な経営を続けております。当社は主力製品である超 

硬エンドミルの開発・販売戦略の一環として、周辺技術の構築を進めておりますが、同社の持つ金型や 

プラスチック成形に関する技術やノウハウが当社の製品開発に大きく貢献すると考えられること、また 

新たなプラスチック製品の開発など、今後の当社グループの事業領域拡大につながると考えられること 

から、同社を子会社化することといたしました。 

 （3）企業結合日 

平成23年４月１日 

（4）企業結合の法的形式 

株式取得 

（5）結合後企業の名称 

株式会社牧野工業 

（6）取得した議決権比率 

100％ 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が現金及び預金を対価として株式会社牧野工業の株式を取得したため。 
  

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

平成23年４月１日から平成24年３月31日まで 
   

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

   
４．発生した負ののれんの金額、発生原因 

（1）発生した負ののれんの金額 

千円 

（2）発生原因 

連結財務諸表上、企業結合時の株式会社牧野工業の時価純資産額が取得原価を上回ったため、当該差 

額を負ののれんとして認識しております。 

現金及び預金 千円171,000

2,643
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用する法定実効税率は従来の39.8％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開

始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.4％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以

降に解消が見込まれる一時差異については、35.0％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 千円減少し、法人税等

調整額が 千円、増加しております。  

  

（税効果会計関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日）
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

繰延税金資産（流動）      

未払事業税 千円21,633  千円23,887

賞与引当金  29,821   41,444

たな卸資産評価損否認  13,360   35,773

連結会社間内部利益消去  6,727   5,350

未払費用  13,469   19,181

その他  －   3,796

計  85,010   129,431

繰延税金資産（固定）      

退職給付引当金  20,957   22,119

役員退職慰労引当金  74,777   78,403

固定資産評価損否認  17,886   16,595

その他  1,473   7,536

小計  115,093   124,653

評価性引当額  △17,886   △31,620

計  97,207   93,033

繰延税金資産合計  182,217   222,464

繰延税金負債（固定）      

特別償却準備金  △13,052   △5,548

計  △13,052   △5,548

繰延税金資産の純額  169,165   216,916

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日）
当連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

法定実効税率 ％ 39.8  ％ 39.8

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目  3.2   3.4

留保金課税  1.6   1.5

試験研究費控除分  △2.1   △1.4

評価性引当額の増加  －   1.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  －   1.7

その他  0.7   △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率  43.2   46.4

17,311

17,311
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当社グループは、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復にかかる債

務を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もない

ことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計

上しておりません。  

  

当社グループは、宮城県その他の地域において賃貸用の工場（土地を含む）を有しております。 

前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は402千円、当連結会計年度における当該賃貸等

不動産に関する賃貸損益は114千円であります。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。 

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の増加額は不動産取得（956千円）であります。当連結会計年度の主

な増加額は不動産取得（290,610千円）及び子会社への不動産の賃貸を開始（270,817千円）したことによ

ります。 

３．期末の時価は、建物については簿価、土地については「固定資産税評価額」に基づき自社で算定した金額

であります。 

  

Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

当連結グループは超硬エンドミルを中心とする切削工具事業の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。  

  

Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。 

当社グループでは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に戦略を構築し、

事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは製品部門別のセグメントから構成されており、「エンドミル関連」と「その

他」の２つを事業セグメントとしております。「エンドミル関連」は当社グループが営む主力の事業であ

り、超硬小径エンドミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる事業であります。また、「その他」は工

具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造販売にかかる事業であります。なお、「エンドミル関連」

は、製品のサイズ等により、エンドミル（６mm以下）、エンドミル（６mm超）、エンドミル（その他）に区

分しております。 

なお、「その他」の事業セグメントの売上高、利益又は損失の額及び資産の金額がいずれもすべての事業セ

グメントの合計額の10％未満であるため、報告セグメントを１つとしております。  

  

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

  （単位：千円）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

連結貸借対照表計上額   

  期首残高  38,545  39,501

  期中増減額  956  559,522

  期末残高  39,501  599,023

期末時価  35,670  509,489

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報
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Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）  

（注）当連結グループは超硬エンドミルを中心とする切削工具事業の単一セグメントであるため、関連する

セグメント名の記載を省略しております。 

  

Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。  

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）  

（注）当連結グループは報告セグメントが１つであるため、関連するセグメント名の記載を省略しておりま

す。 

  

ｂ．関連情報

（単位：千円）  

日本 その他の地域 合計 

 4,416,267  561,251  4,977,519

顧客の名称又は氏名 売上高 

株式会社サカイ  734,944

（単位：千円）  

日本 その他の地域 合計 

 5,151,026  630,236  5,781,263

顧客の名称又は氏名 売上高 

株式会社サカイ  777,920
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Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額は 千円、未償却残高は

千円であります。 

なお、当連結グループは超硬エンドミルを中心とする切削工具事業の単一セグメントであるため、セグメ

ントごとの当期償却額及び未償却残高の記載を省略しております。  

  

Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額は 千円、未償却残高は

ありません。 

なお、当連結グループは報告セグメントが１つであるため、セグメントごとの当期償却額及び未償却残高

の記載を省略しております。  

  

Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日） 

当連結会計年度において 千円の負ののれん発生益を計上しております。これは、株式会社牧野工業

の株式を取得したことにより発生したものであります。  

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

4,267

3,912

3,912

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

2,643
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前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

関連当事者との取引  

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等  

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

子会社への外注加工費及び工場賃貸料については、市場価格を参考に決定しております。 

  

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

該当事項はありません。  

  

当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

関連当事者との取引  

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等  

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

子会社への外注加工費及び工場賃貸料については、市場価格を参考に決定しております。 

  

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

該当事項はありません。  

  

（関連当事者情報）

種類 会社等の
名称 所在地 

資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の所有
（被所有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社  

株式会社
新潟日進 

新潟県
魚沼市 

 10,000
切削工具
製造 

(所有)
直接 100

当社より外注
加工依頼 

外注加工  176,321 買掛金 19,084
工場賃貸  2,520 ―     
経営指導料  2,400 ―     

株式会社
日進エン
ジニアリ
ング   

宮城県
黒川郡 

 20,000
切削工具
製造 

(所有)
直接 100

当社より外注
加工依頼 

売上高  21 売掛金  6
仕入高  45 買掛金 9,116
外注加工  107,580 ― 
経営指導料  9,000 ― 

種類 会社等の
名称 所在地 

資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の所有
（被所有）割合 

（％） 

関連当事者との
関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社  

株式会社
新潟日進 

新潟県
魚沼市 

 10,000
切削工具
製造 

(所有)
直接 100

当社より外注
加工依頼 

外注加工  193,911 買掛金 20,349
工場賃貸  2,520 ―     
経営指導料  2,400 ―     

株式会社
日進エン
ジニアリ
ング   

宮城県
黒川郡 

 20,000
切削工具
製造 

(所有)
直接 100

当社より外注
加工依頼 

売上高  1 売掛金 ―
仕入高  592 買掛金 16,530
外注加工  206,988 ― 
工場賃貸  9,000 ― 
経営指導料  14,000 ― 
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（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

  該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 4,006.55 円 4,272.62

１株当たり当期純利益金額 円 277.50 円 343.68

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 － 円 －

  
前連結会計年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（千円）  426,982  535,345

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（千円）  426,982  535,345

期中平均株式数（株）  1,538,699  1,557,688

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,632,972 1,800,974

受取手形 519 －

売掛金 548,947 522,638

商品及び製品 373,229 602,440

仕掛品 120,375 152,070

原材料及び貯蔵品 156,896 432,792

前払費用 8,802 14,496

繰延税金資産 74,743 112,621

その他 8,916 22,712

貸倒引当金 － △1,270

流動資産合計 3,925,403 3,659,476

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,548,249 1,678,036

減価償却累計額 △612,388 △682,242

建物（純額） 935,860 995,793

構築物 64,222 62,722

減価償却累計額 △48,554 △49,580

構築物（純額） 15,668 13,142

機械及び装置 3,315,641 3,783,885

減価償却累計額 △2,321,912 △2,596,545

機械及び装置（純額） 993,728 1,187,340

車両運搬具 47,533 46,421

減価償却累計額 △28,125 △30,445

車両運搬具（純額） 19,407 15,976

工具、器具及び備品 525,887 586,729

減価償却累計額 △468,610 △497,905

工具、器具及び備品（純額） 57,276 88,824

土地 346,394 516,792

建設仮勘定 45,756 14,634

有形固定資産合計 2,414,093 2,832,503

無形固定資産   

ソフトウエア 9,138 10,014

その他 380 380

無形固定資産合計 9,518 10,394
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 4,590 8,790

関係会社株式 122,752 293,752

出資金 2,115 2,115

従業員に対する長期貸付金 168 3,604

関係会社長期貸付金 － 300,000

破産更生債権等 － 836

繰延税金資産 76,002 84,036

差入保証金 6,012 6,015

敷金 35,721 35,718

保険積立金 52,437 62,779

貸倒引当金 － △836

投資その他の資産合計 299,799 796,811

固定資産合計 2,723,410 3,639,708

資産合計 6,648,814 7,299,185

負債の部   

流動負債   

買掛金 91,619 146,941

未払金 70,752 135,536

未払費用 88,355 100,334

未払法人税等 285,830 296,866

未払消費税等 44,243 －

預り金 7,442 6,105

賞与引当金 65,502 92,923

役員賞与引当金 45,000 65,000

その他 1,038 2,310

流動負債合計 699,783 846,018

固定負債   

退職給付引当金 46,324 55,975

役員退職慰労引当金 173,976 187,426

固定負債合計 220,300 243,401

負債合計 920,083 1,089,419

純資産の部   

株主資本   

資本金 442,900 442,900

資本剰余金   

資本準備金 405,800 405,800

資本剰余金合計 405,800 405,800

利益剰余金   

利益準備金 22,414 22,414

その他利益剰余金   

特別償却準備金 19,742 9,286

別途積立金 4,330,000 4,600,000

繰越利益剰余金 600,617 729,367

利益剰余金合計 4,972,775 5,361,069

自己株式 △92,744 △3

株主資本合計 5,728,730 6,209,765

純資産合計 5,728,730 6,209,765

負債純資産合計 6,648,814 7,299,185
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 4,558,616 4,890,870

売上原価   

製品期首たな卸高 422,217 373,229

当期製品製造原価 2,263,227 2,629,668

当期商品仕入高 173,440 179,446

合計 2,858,885 3,182,344

製品期末たな卸高 373,229 602,440

売上原価合計 2,485,656 2,579,904

売上総利益 2,072,960 2,310,965

販売費及び一般管理費 1,338,642 1,444,385

営業利益 734,318 866,579

営業外収益   

受取利息 1,173 1,807

受取配当金 10,296 14,266

受取賃貸料 16,578 39,948

助成金収入 8,401 1,961

保険解約返戻金 3,395 －

経営指導料 11,400 16,400

その他 8,582 9,264

営業外収益合計 59,827 83,648

営業外費用   

その他 1,693 578

営業外費用合計 1,693 578

経常利益 792,452 949,650

特別利益   

固定資産売却益 49 8

特別利益合計 49 8

特別損失   

固定資産売却損 791 62

固定資産除却損 959 3,212

災害による損失 82,215 24,051

特別損失合計 83,966 27,325

税引前当期純利益 708,535 922,333

法人税、住民税及び事業税 344,922 465,095

法人税等調整額 △39,277 △45,912

法人税等合計 305,645 419,183

当期純利益 402,889 503,149
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製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    678,151  29.7  811,104  30.5

Ⅱ 労務費    467,730  20.4  530,104  19.9

Ⅲ 経費    1,139,096  49.9  1,320,154  49.6

（減価償却費）    (355,363)  (15.6)  (341,049)  (12.8)

（外注加工費）    (560,223)  (24.5)  (758,089)  (28.5)

当期総製造費用    2,284,978  100.0  2,661,363  100.0

期首仕掛品たな卸高    134,652        120,375      

期末仕掛品たな卸高    120,375        152,070      

災害による損失への振替高    36,027        －      

当期製品製造原価    2,263,227        2,629,668      

  原価計算の方法 原価計算の方法 

   原価計算の方法は、製品別個別原

価計算であり、期中は予定単価を用

い、原価差額は期末において製品、

仕掛品、売上原価等に配賦しており

ます。 

 同左 
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 442,900 442,900

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 442,900 442,900

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 405,800 405,800

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 405,800 405,800

資本剰余金合計   

当期首残高 405,800 405,800

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 405,800 405,800

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 22,414 22,414

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 22,414 22,414

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

当期首残高 30,553 19,742

当期変動額   

実効税率変更に伴う準備金の増加 － 356

特別償却準備金の取崩 △10,811 △10,811

当期変動額合計 △10,811 △10,455

当期末残高 19,742 9,286

別途積立金   

当期首残高 4,130,000 4,330,000

当期変動額   

別途積立金の積立 200,000 270,000

当期変動額合計 200,000 270,000

当期末残高 4,330,000 4,600,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 433,078 600,617

当期変動額   

実効税率変更に伴う準備金の増加 － △356

特別償却準備金の取崩 10,811 10,811

別途積立金の積立 △200,000 △270,000

剰余金の配当 △46,160 △76,934

当期純利益 402,889 503,149

自己株式の処分 － △37,920

当期変動額合計 167,539 128,749

当期末残高 600,617 729,367
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 4,616,046 4,972,775

当期変動額   

実効税率変更に伴う準備金の増加 － －

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △46,160 △76,934

当期純利益 402,889 503,149

自己株式の処分 － △37,920

当期変動額合計 356,728 388,294

当期末残高 4,972,775 5,361,069

自己株式   

当期首残高 △92,744 △92,744

当期変動額   

自己株式の処分 － 92,740

当期変動額合計 － 92,740

当期末残高 △92,744 △3

株主資本合計   

当期首残高 5,372,002 5,728,730

当期変動額   

剰余金の配当 △46,160 △76,934

当期純利益 402,889 503,149

自己株式の処分 － 54,820

当期変動額合計 356,728 481,035

当期末残高 5,728,730 6,209,765

純資産合計   

当期首残高 5,372,002 5,728,730

当期変動額   

剰余金の配当 △46,160 △76,934

当期純利益 402,889 503,149

自己株式の処分 － 54,820

当期変動額合計 356,728 481,035

当期末残高 5,728,730 6,209,765
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 該当事項はありません。 

  

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）子会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2）その他有価証券 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品、原材料 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

(2）仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、建物（建物付属設備を除く）のうち、平成10年４月１日以降に取得したものについては定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物         ８～38年 

構築物        ７～15年 

機械及び装置     ２～10年 

車両運搬具      ２～６年 

工具、器具及び備品  ２～15年 

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

  債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支出に備えるため支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しております。 

(3）役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度において予想される支給見込額に基づき、当事業年

度の負担額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため期末における退職給付債務の見込額を計上しております。 

  なお、退職給付引当金の対象従業員数が300名未満であるため簡便法によっており、退職給付債務の見込額は、

期末自己都合要支給額としております。  

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

  

（貸借対照表） 

前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「従業員に対する長期貸付金」は、当

事業年度より独立表示することといたしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表

の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」の「その他」に表示していた 千円は、

「従業員に対する長期貸付金」 千円として組み替えております。 

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

表示方法の変更

168

168
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（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

追加情報
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※１ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

   

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

  

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度 ％、当事業年度 ％であります。 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額 

  

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  

注記事項

（貸借対照表関係）

  
前事業年度 

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

流動資産     

売掛金  千円 99,267 千円 88,532

流動負債     

買掛金   32,313  42,603

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

関係会社への売上高 千円 941,206   千円 966,468

関係会社からの受取配当金  10,000    14,000

関係会社からの受取賃貸料  16,578    26,448

関係会社からの経営指導料  11,400    16,400

19 17

81 83

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

役員報酬 千円 200,250 千円 195,000

給与  261,566  280,871

賞与引当金繰入額  19,396  29,590

退職給付費用  25,897  26,515

役員退職慰労引当金繰入額  12,600  13,450

役員賞与引当金繰入額  45,000  64,600

減価償却費  24,460  44,826

業務委託費  67,293  74,913

販売促進費  67,077  77,542

貸倒引当金繰入額    －  2,106

研究開発費  189,893  171,451

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

千円 189,893 千円 171,451

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

機械及び装置 千円 49   千円 －

車両運搬具   －    8

計  49    8
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※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  

※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

※７ 災害による損失の内容は次のとおりであります。 

  

前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少 株は、第三者割当による自己株式の処分によるものであります。  

  

該当事項はありません。 

  

子会社株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。 

  

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

車両運搬具  千円 730   千円 62

工具、器具及び備品  61    －

計  791    62

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

構築物   千円 －         千円 11

機械及び装置    62          2,487

車両運搬具  755          42

工具、器具及び備品    141          670

計    959          3,212

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

見舞金    千円 13,000       千円 3,700

支援・復旧費用等    33,187          20,351

製造原価振替高    36,027        －

計    82,215          24,051

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  24,301  －       －  24,301

合計  24,301  －  －  24,301

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  24,301  －       24,300  1

合計  24,301  －  24,300  1

24,300

（リース取引関係）

（有価証券関係）

区分  
前事業年度 

（平成23年３月31日） 
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

子会社株式 千円 122,752 千円 293,752
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第
114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平
成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引
下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に
使用する法定実効税率は従来の ％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事
業年度に解消が見込まれる一時差異については ％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込ま
れる一時差異については、 ％となります。 
 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 千円減少し、法人税等
調整額が 千円、増加しております。 

  

  

  

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。 

  

当社は、本社オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復にかかる債務を有し

ておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上して

おりません。 

  

（税効果会計関係）

  
前事業年度 

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 千円21,325  千円20,960
賞与引当金    26,070     34,753
たな卸資産評価損否認    13,192     33,822
未払費用    14,156     19,290
その他    －     3,796

計    74,743     112,621
繰延税金資産（固定）      
退職給付引当金    18,437     19,591
役員退職慰労引当金    69,242     67,681
固定資産評価損否認    17,477     16,136
その他    1,375     2,312

小計  106,531     105,720
評価性引当額    △17,477     △16,136

計    89,054     89,584

繰延税金資産合計    163,797     202,205
繰延税金負債      
特別償却準備金    △13,052     △5,548

計  △13,052   △5,548
繰延税金資産の純額    150,745     196,657

  
前事業年度 

（平成23年３月31日）
当事業年度 

（平成24年３月31日） 

法定実効税率 ％ 39.8  ％ 39.8
（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目  3.4     3.4
受取配当金等永久に益金に算入されない項目    △0.6     △0.6
留保金課税    1.7     1.6
試験研究費税額控除分  △2.2     △1.5
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  －     1.8
その他    1.0     0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率    43.1     45.4

39.8
37.4

35.0
16,640

16,640

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）
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（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前事業年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 3,723.10 円 3,972.98

１株当たり当期純利益金額 円 261.84 円 323.01

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円 － 円 －

  
前事業年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益金額（千円）  402,889  503,149

普通株主に帰属しない金額（千円）    －  －

普通株式に係る当期純利益金額（千円）    402,889  503,149

期中平均株式数（株）  1,538,699  1,557,688

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動 

平成24年５月11日公表の「役員人事に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

(2）その他 

該当事項はありません。 

  

６．その他
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